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1．はじめに 

2026年 6月 28日から 7月 1日にかけて米国メリーランド州

ボルチモアにおいて、APTA（米国公共交通協会）主催の「APTA 

Rail Conference」が開催された。カンファレンスでは、都市鉄 

道、高速鉄道、通勤鉄道、都市間鉄道など、あらゆる形態の旅

客鉄道向けに、安全とセキュリティ、連邦政府の政策動向、オ

ペレーション、テクノロジー、国際動向・海外の先進事例、保

守、財務、資本プロジェクトなど幅広いテーマに関するセッシ

ョンが行われるとともに、展示会も併せて実施された。カンフ

ァレンスには公共交通事業者や政府関係者、サプライヤー等を

中心に1,700名以上が参加した。 

本レポートでは、いくつかの主要なプログラムを抜粋して紹 

介したい。 

 

展示会場の様子（筆者撮影） 

 

2．オープニングセッション 

開会にあたり、主催団体であるAPTAのPresident and CEOの

Paul P. Skoutelas氏が登壇し、歓迎の意を表すとともに、開

催地であるボルチモアは 1827 年に米国初の商業鉄道であるボ

ルチモア＆オハイオ鉄道が設立された、米国鉄道史において象

徴的な都市であると紹介した。米国建国250周年を迎える今年、

北米では旅客鉄道のルネッサンスが起こっているとし、北東回

廊沿いのプロジェクトでも大規模な鉄道投資が行われている

ほか、カナダでも、モントリオール、オタワ、トロント、バン

クーバーなど多くの都市で投資が行われていると述べた。また、

西海岸のシアトルでは、サウンド・トランジットの「クロスレ

イク・コネクション・プロジェクト」が3月に完成し、ライト

レールがワシントン湖の浮橋を渡って営業運行する世界初の

事例となったことに言及し、シアトル側のインターナショナ

ル・ディストリクト／チャイナタウン駅で、空港などに向かう

既存路線と接続し、ネットワークが拡大されたことで、道路渋

滞の緩和や利用者の増加につながっていると語った１）、２）、３）、４）。

さらにアムトラックにおいては、車両、駅など、インフラ整備

に過去最高となる 55 億ドルを投資するとともに、利用者数は

3,400万人超、運賃収入（調整後）は27億ドルとなり、いずれ

も過去最高を記録５）したことに触れ、これらのプロジェクトは

需要の増加と旅客鉄道へのさらなる投資の必要性を示し、大き

な経済的インパクトやイノベーションを伴っていると指摘し

た。更に、議会で議論が進められている次期陸上交通再授権法

「Build America 250 Act」について、プロジェクト実施を加

速し、地方の意思決定を強化するなどの規制緩和を含むAPTAの

政策提言が一定程度盛り込まれた点を評価しつつも、投資水準、

特に保証財源の面では不十分であるとした。現行の陸上交通再

授権法である IIJA の水準を下回るのではなく、これを土台と

して公共交通・旅客鉄道への投資をさらに拡大する必要がある

と訴えた。現在まさに世界最大級のスポーツイベントである

FIFAワールドカップ 2026を各都市の公共交通機関が支えてい

ること、各都市における大量輸送を成功に導くために前述の

「クロスレイク・コネクション・プロジェクト」といった投資

が大きな成果を上げていることを踏まえ、公共交通への投資の

社会的意義や経済的側面を、連邦議会へより強く発信していく

【米国】 

 

APTA Rail Conference 参加報告 

 

佐藤 直樹 ワシントン国際問題研究所 研究員 



 

                     

ワシントン国際問題研究所レポート                      2026 年 7 月号｜JTTRI｜p. 2 

必要性を訴えた。 

開催地からは、Maryland Department of Transportation

（MDOT）のSecretary of TransportationであるKatie Thomson

氏 及 び Maryland Transit Administration （ MTA ） の

AdministratorであるHolly Arnold氏が登壇し、州の政策や取

り組みについて語った。 

Thomson氏は、メリーランド州では、MDOTが州全体のあらゆ

る交通手段を監督するユニークなモデルを採用していると述

べ、高速道路、公共交通、航空、港湾、トンネルなど全ての計

画や投資を横断的に調整する統合型の体制を採っているとし

た。加えて、人々と場所、そして機会をより良く結びつけるた

めに、バランスの取れたマルチモーダルなアプローチを採用し

ており、2024年に採択した政策方針である「COMPLETE STREETS」

に言及し、歩行者、自転車、自動車、車椅子利用者など、すべ

ての利用者の安全と利便性の確保を優先するための意思決定

プロセス・評価指標・コミュニケーション方法・教育体制を体

系化しているとした６）、７）、８）。 

Arnold氏からは、ボルチモアでは住民の3割以上が自動車を

利用できない状況にあり、公共交通は通勤、通学など生活の基

盤であると説明し、MTA は全米最大規模の交通機関ではないも

ののライトレール、地下鉄、通勤鉄道の各分野で同時に大規模

な近代化を進めているとした。具体例としてメリーランド州ヘ

イガースタウンにある日立の車両製造工場で製造される地下

鉄車両78両を順次導入しており、最初の車両が2026年1月に

営業運転を開始したことや、約 14 億ドル規模のライトレール

近代化事業、通勤鉄道（MARC）システムの改良プロジェクト、

アムトラックと連携した事業等を挙げた。こうした投資は、単

なる設備更新ではなく、雇用拡大、信頼性や顧客体験の向上、

地域間をつなぎ、ひいては経済発展を支えるものとして位置づ

けていると紹介した。 

 

Skoutelas氏によるスピーチの様子（筆者撮影） 

 

3．Federal Partners Update（連邦政府機関の最新動向） 

 本セッションでは、鉄道を中心とした公共交通を所管する連

邦政府機関であるUS Department of Transportation （DOT：

米国運輸省）、Federal Railroad Administration （FRA：連邦

鉄道局）及びFederal Transit Administration（FTA：連邦公

共交通局）の各機関から、政策優先事項、安全対策、事業執行

の効率化、メガイベント対応などについて議論が行われた。 

 

(１) DOT：米国運輸省 

DOT からは Director of Policy, Office of Policy 

Coordination and Development in the Office of the 

SecretaryのJuli Huynh氏が登壇した。DOTの優先事項につい

て今年策定した「STRATEGIC PLAN (FY 2026-2030)」９）に基づ

き、安全性、インフラ、イノベーション、効率性の４つの柱が

あると述べた。安全性については、脱線の防止、踏切の安全確

保及び現場作業員の安全性向上といった運行面に関する項目

と同時に、犯罪対策、清潔性、アクセシビリティ等を通じて、

「家族を含む幅広い利用者が安心して利用できる交通システ

ムを目指す」とした。インフラについては、事業実施の迅速化

や革新的な資金調達手法の活用を重視し、イノベーションにつ

いては、AIやロボティクス等の新技術を交通分野の課題解決に

つなげる方針を示した。さらに、これらの取り組みを、内部プ

ロセスの透明性と説明責任を確保しながら進めることで、組織

運営の効率性を高めることが基本方針であると語った。 
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DOTの戦略目標 

（STRATEGIC PLAN FY 2026-2030から引用） 

 

(２) FRA：連邦鉄道局 

FRAからはAssociate Administrator, Office of Research, 

Data, and InnovationのMark Patterson氏が登壇し、FRAの

主要な役割として、鉄道の安全確保と鉄道インフラの近代化を

挙げた。各種助成プログラムを通じて旅客・貨物鉄道のインフ

ラ整備を支援しており、インフラの近代化は安全性の向上に加

え、運行の効率化にも寄与すると説明した。また、ワシントン・

ユニオン駅及びニューヨーク・ペン駅への投資について、構造

物の改良、旅客空間の改善、セキュリティ強化、商業機能の導

入等を通じ、利用者の利便性・快適性と安全性の双方を高める

計画であると紹介した。また、鉄道の安全確保について、同氏

によれば、2024年から2025年にかけて列車事故が16％、重傷

者が4.1％減少し、従業員の勤務中死傷率も過去10年間で最低

水準となったと述べた。一方、踏切事故及び線路内への無断立

入りについては、同様の改善が見られておらず、引き続き重点

的な対応が必要であるとの見解が示された。また、技術革新の

速度に既存の安全規則が十分に対応できていない場合がある

として、規則のアップデートを進める方針を示した。新技術が

現行規則に適合しにくい場合には、個別の取り組みについて現

行規則の適用免除や試験プログラムの活用など、安全性を確認

しながら実証・導入を進めることも可能であることを紹介した。

なお、試験プログラムの活用については、バッテリー駆動の小

型貨物車両（機関車を用いずに貨物コンテナを載せて走行）の

実証について、FRA が一部の安全規則の適用を一時的・限定的

に停止し、段階的に安全性を確認する方法を承認し新技術の促

進を支援した事例を説明した１０）。更に、FRA長官が優先課題に

位置づけているAutomated Track Inspection Program（ATIP：

自動軌道検査プログラム）について、今後、検測対象距離を大

幅に拡大する方針であることに言及した。ATIPは、FRAの検測

車両を用いて軌道状態を自動的に計測・収集し、状態分析や保

守計画に活用するもので、こうした新技術を安全性の向上に活

用すると同時に、安全を損なわない形で迅速に導入できる規

制・実証環境を整備することが重要であると述べた。 

 

(３) FTA：連邦公共交通局 

 FTAからはActing Executive Director - Office of the 

Administratorの Jamie Pfister氏が登壇した。FTAにおいて

もDOTの４つの柱と同様に、安全性、インフラ、イノベーショ

ン、効率性を重視しているとしたうえで、安全面では利用者と

従業員の双方を重視しており、特に線路内作業員の安全性の改

善が十分に見られないため重点的に取り組んでいるとし、公共

交通事業者に対しても更なる対応を訴えた。また、従業員の疲

労に起因する事故事案が増加していることにも触れ、従業員が

疲労状態を申告しやすい安全文化の形成が必要であるとも指

摘した。インフラ面では、Americans with Disabilities Act

（ADA：米国障害者法）施行以前に建設された駅のバリアフリー

化を支援するAll Stations Accessibility Program（ASAP）や、

鉄道車両更新プログラムを紹介した。さらに、FTA 補助受給者

に対し、Transit Asset Management Plan（TAM Plan：公共交通

資産管理計画）を2026年10月1日までに更新するよう改めて

求めていると説明した。TAM Planは、車両、施設、軌道等の保

有資産の状態を把握し、限られた資金をどのような更新・修繕

事業に優先配分するかを定めるものであり、資産の状態に基づ

いて投資の優先順位を明確にし、限られた資金を効果的に配分

することで、システムを安全で信頼性が高く、アクセシビリテ

ィが確保された状態に維持することが重要であると強調した。

さらにFTAは、安全・安心、清潔性、ユニバーサルアクセシビ

リティ、リアルタイム運行情報の利用可能性、システムの信頼

性の5分野について、公共交通サービスの質を評価する指標を
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検討するため、公共交通業界及び利用者・市民から意見を募集

していることにも言及した。寄せられた意見を基に、利用者、

公共交通事業者及び行政機関が、地域の公共交通サービスの水

準を分かりやすく把握し、改善が必要な点を特定できるツール

の開発を目指していると説明し、参加者にも積極的な意見提出

を呼び掛けた１１）。また、開催中である FIFAワールドカップに

ついても触れ、米国内の開催都市に対して約1億ドルの支援を

行うとともに、連邦補助で取得した車両・施設の使用条件等に

関するガイダンスや申請支援ツールの提供を通じて、各都市の

大会輸送を支援していると述べた。これまで大きなトラブルも

なく順調に大会輸送を遂行できているのは連邦・州・地方・公

共交通事業者の連携がうまく機能しているとの見解を示し、今

回の大会運営を通じて得られた知見や教訓を、今後のロサンゼ

ルス・オリンピックをはじめとする大規模イベントの輸送計画

に活用することへの意欲を見せた。 

 

 最後に、各機関から次期陸上交通再授権法についても触れ、

DOT は安定的・予見可能・長期的な資金の必要性を認識してい

るとし、議会に対する訴求を行っていると述べた。FRA、FTAも

同様に、各モードの立場から内部調整や議会対応に参加してお

り、資金の必要性だけでなく、事業執行の迅速化に向けた手続

きの簡素化や制度設計の検討を重視している姿勢が示された。 

 

セッションの様子 

（APTA Rail Conferenceウェブサイトから引用） 

 

4．Raising the Bar: What U.S. Transit Can Learn from 

Asia’s Best Systems（水準の向上に向けて：米国公共

交通がアジアの先進システムから学ぶこと） 

本セッションでは、APTAが2025年11月に実施したシンガポ

ール、ソウル、東京への視察「APTA Study Mission」の参加者

が、各都市の公共交通システムから得た知見を共有し、米国の

公共交通がどのような点を学び得るかについて議論された。な

お、同視察には、公共・民間双方の交通事業関係者からなる25

名が参加し、Singapore Land Transport Authority、SMRT、SBS 

Transit、Seoul Metropolitan Government、Seoul Metroのほ

か、日本では国土交通省、JR東日本、JR東海、東京メトロなど

を訪問した。 

登壇者は、APTA Chair兼Regional Transportation Authority

のExecutive DirectorであるLeanne Redden氏がモデレータ

ーを務め、APTA Vice-Chair兼 AC Transit Board Memberの

Joel Young氏、Santa Clara Valley Transportation Authority

の CEO／General Managerである Carolyn Gonot氏、AECOMの

Senior Vice President兼Interim Global Transit Director

である Diane Cowin 氏、APTA Business Member Board of 

Governors Chair 兼 STER North America LLC President の

Raymond Melleady 氏、TYLin の Senior Vice President 兼

Transportation Leader for North AmericaであるKimberly 

Slaughter 氏が参加した。登壇者から共通して示されたのは、

アジア各都市の成功は、個別技術の優位性だけではなく、ガバ

ナンス、資金、運営、土地利用、利用者行動が相互に効果的に

作用している点にあるという認識であった。 

Melleady氏は、特にシンガポールについて、交通計画、建設、

規制、バス・鉄道・道路・タクシー・ライドヘイリング（配車

サービス）・徒歩・自転車等の管理が一体的に行われている点を

挙げ、分断されたガバナンスのもとでは効率的な投資や需要管

理が難しいと指摘した。また、シンガポールでは自動車保有に

Certificate of Entitlementが必要であり、制度面からも公共

交通利用を前提とした都市政策が支えられていることも紹介

された。 

Young 氏は、ソウル及びシンガポールでは、ゼロエミッショ

ン車両への移行だけでなく、AIの導入や自動運転車両の実証も

同時並行で進められていた点を取り上げた。米国ではゼロエミ

ッション化だけでも大きな課題となっている一方、アジアでは

複数の技術革新を複合的・統合的に進めており、技術導入の速

度に大きな差があると述べた。自らの組織でも都市部と郊外部

の双方でバスを運行しているが、郊外では大型バスによる固定

路線サービスが必ずしも需要に適合していないことから、シン

ガポール等で視察した小型自動運転車両を新たな移動手段と
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して活用できないか、導入可能性の検討を始めていると説明し

た。 

Gonot 氏は、シンガポールの SMRT における Maintenance 

Engineering Centerを紹介した。同センターは運行指令所に隣

接して設置され、車両及び地上設備の状態を常時監視しており、

例えばドアの閉扉時間が通常より長くなっている場合には、故

障発生前に異常傾向を把握し、保守対応につなげることができ

るという。一定周期に基づく保守ではなく、実際の状態変化に

基づく状態基準保全の考え方であり、米国の鉄道・公共交通機

関が施設や設備の維持管理を高度化していく上で大きな示唆

を持つものであったとの感想を述べ、自らの組織でも新たな運

行指令所を整備するに当たり、アジアを含む海外の優良事例を

取り入れ、保守データと運行管理をより密接に連携させたいと

の考えを示した。 

Cowin 氏は、東京メトロの研修施設が特に印象的であったと

述べた。同施設には、実際の線路、トンネル、橋梁、車両、駅、

各種券売機などが設置されており、営業線とは別に、実際に近

い環境で運転、駅務、保守の訓練を行うことができるようにな

っていたという。また、訪問時には、複数の保守チームが架線

設備の修繕技術を競う形式の訓練も行われており、安全・安定

輸送を支える現場力の育成が、単なる座学ではなく実践的な訓

練として制度化されている点を評価した。さらに、JRの視察で

は、高速鉄道（新幹線）について、営業列車にカメラやセンサ

ー等の計測装置を搭載し、走行中に軌道や電気設備の状態に関

するデータを収集・分析して、保守上の異常の早期把握に活用

していることを紹介した。その一方で、運転台ではアナログの

時計や紙の資料等の従来からの手法も引き続き用いられてい

たとし、長年培われた優れた運行方法を尊重しながら、必要な

分野に新技術を着実に取り入れる姿勢が印象的であったと述

べた。 

Slaughter 氏は、各都市に共通して、継続的改善が組織文化

として定着していたことを挙げた。例えば、運行管理システム

を導入した後も、内部の専門チームが日々発生する課題を検証

し、システムを継続的に改良していた。また、ソウルでは市街

地の一部を自動運転の実証区域として使用し、実際の交通環境

の中で技術上の課題を確認していた。同氏は、試験が必ずしも

完全に成功していなくても、失敗を恐れずに実証を行い、改善

につなげる姿勢が重要であると指摘した。更に、駅番号、色、

サイン等による案内が分かりやすく、現地の言語を理解できな

くても各都市の公共交通を利用できたことを評価した。子ども

から高齢者まで幅広い層が日常的に公共交通を利用していた

背景には、使いやすいシステム設計に加え、個人の利便性より

も地域全体の利益を重視し、公共交通を都市生活の基盤として

位置付ける社会的・文化的な考え方があるとの見方を示した。 

一方で、各登壇者は、アジアの事例を米国にそのまま移植で

きるわけではないことも率直に述べた。公共交通を支える文化、

社会規範、治安、清潔さへの意識、政府の権限、財源制度には

大きな違いがあり、米国では駅や車両の設計だけで社会的課題

を解決することには限界があるものの、長期的かつ安定的な財

源、統合的なガバナンス、利用者中心の設計、状態基準保全、

実践的訓練、分かりやすい案内、継続的改善の文化といった要

素は、米国でも応用可能であるとの認識が共有された。 

 

セッション会場の様子 

（APTA Rail Conferenceウェブサイトから引用） 

 

5．Data-Powered Rail Operations（データ活用による鉄

道運営の高度化） 

本セッションでは、運行、旅客、施設等のデータを、輸送サ

ービスの信頼性向上や保守業務の効率化にどのように結び付

けるかについて、各登壇者から事例が紹介された。モデレータ

ーを務めた South Coast British Columbia Transportation 

Authority（TransLink）のDirector, Systems Engineeringで

あるWilliam Hui氏は、自身のキャリアをスタートした頃はデ

ータが豊富になく、どのように入手すべきかが課題であったが、

現在の課題はデータを取得することではなく、大量のデータを

具体的な意思決定や行動につながる知見へ転換することだと

思っていると述べ、セッションを開始した。 

登壇者は、New York City Transit（NYCT）のExecutive Vice 

President, Subways である Bill Amarosa 氏及び Manager, 
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Performance Analysis である Uday Schultz 氏、Washington 

Metropolitan Area Transit Authority（WMATA）のManager, 

Ridership AnalysisであるIan Thistle氏、Maryland Transit 

Administration の Chief, Track & Structures である

Nageshwarreddy Karnati 氏、JR 東日本の Technical Leader

（Assistant Principal Researcher）である加瀬史朗氏、

Parsons CorporationのEngineering ManagerであるSridevi 

Lakshminarayanan氏であり、運行管理、データ標準化、施設検

査及び建設管理の各分野から取り組みを紹介した。 

NYCTのAmarosa氏及びSchultz氏は、ニューヨーク市地下鉄

におけるデータを活用した運行改善について説明した。同地下

鉄では、2010年代前半に列車の定時性が低下し、2017～2019年

のSubway Action Plan等により一定の改善は見られたものの、

複雑なネットワーク構造や多くの路線間直通により、遅延が連

鎖しやすい課題が残っていた。従来は、列車の始発から終点ま

での到着状況は把握できても、途中で何が起きたのかを詳細に

把握することが難しく、紙ベースの記録や分散したデータベー

スが分析の制約となっていた。これに対し、NYCTでは、列車位

置、信号、設備、インシデント等のデータを一元的に集約し分

析可能な形に整備した。そのうえで、運行管理者や現場監督者

が実際に使えるKPIやダッシュボードを作成し、分析担当者を

運行部門に組み込むことで、現場の実態を踏まえた改善につな

げている。特に 1日約 50万人が利用する 6号線では、前方列

車との間隔が広がった列車が高需要区間に入ると、終点まで定

時を維持できる可能性が大きく低下し、後続列車にも遅延が波

及することをデータで把握した。そこで、遅延拡大の可能性が

高い列車を早期に特定し、停車時間の調整や一部駅の通過によ

って運行間隔を回復させる指令ガイダンスを作成した。導入時

には分析担当者が指令所に入り、対象列車を調整することで後

続列車の遅延が抑制されることを個別の運行事例で示し、現場

への定着を図った。また、R 線では、終端駅や主要乗換駅等を

運行間隔の調整地点として明確化し、既存のダイヤと人員のま

ま調整を徹底した結果、対象地点における待ち時間のばらつき

を15～20％縮小したと説明した。 

Thistle 氏は、WMATA における TIDES（Transit Integrated 

Data Exchange Specification）の活用を紹介した。TIDESは、

車両の運行実績、利用者の乗降、運賃収受等のデータを、異な

るシステム間でも共通の形式で保存・分析できるようにする、

公開された共通仕様である１２）。WMATAでは、改札機に内蔵され

た通過検知センサー、SmarTripの ICカード取引、新たに導入

したクレジット・デビットカードによるタッチ決済等のシステ

ム間で、駅名・駅コードや乗降・運賃データの形式が異なり、

従来は対応表を用いた手作業による突合やデータ整理に多く

の労力を要していた。そこで、既存システムから生データを自

動的に取得し、駅名やデータ項目を対応付けたうえで、TIDES形

式へ変換・検証する処理基盤を構築した。元の機器やシステム

の出力形式を直接統一するのではなく、データ基盤側に変換処

理を設ける方式であり、一度処理を構築した後は、データ更新

のたびに繰り返していた手作業を減らし、分析担当者が課題分

析や改善提案により多くの時間を充てられる環境を目指して

いる。また、将来的にはNational Transit Database（NTD）へ

の報告（FTAが運営する全米公共交通データベースであり、FTA

からの補助を受ける公共交通事業者が所定の定義・様式に基づ

いて定期的な報告義務を負うもの１３）。）についても、TIDES 形

式に整えたデータと処理スクリプトを活用することで、NTD 報

告に必要な集計・確認を効率化し、報告過程の透明性と監査可

能性を高めることも目指していると説明した。 

Karnati 氏は、トンネル検査を中心に、手作業・紙ベースの

保守管理から、AIとデジタルデータを活用した予測型アセット

マネジメントへの移行を紹介した。従来のトンネル検査では、

報告書、写真、表計算ファイル等が中心で、検査には約300日、

コンサルタント費用は約130万ドルを要していたという。また、

各データが分散して保管されていたり、PDF のみでの保管とな

っていたりするため、過去データの再利用、劣化傾向の把握、

将来の修繕需要予測が難しいという課題があった。これに対し、

レーザースキャンや赤外線サーモグラフィー等を用いてトン

ネルを計測し、取得した画像・計測データからAIにより、ひび

割れ、剥離、漏水等の兆候を抽出することで、現地検査時間の

大幅な削減、従来の記録では把握されていなかった損傷候補の

検出、修繕量の定量化、優先順位付け、資本修繕計画への反映

を目指している。Karnati氏は、AIは技術者の判断を置き換え

るものではなく、現場確認や工学的判断を支援するための基盤

であると強調した。 

加瀬氏は、AIと360度画像を用いた鉄道施設検査及びデジタ

ルツイン連携の取り組みを紹介した。JR東日本では、駅施設や

構造物の老朽化が進む一方、将来的な人員制約も想定されるこ

とから、現地で人が全てを確認する従来型の検査だけではなく、

AIを用いた一次スクリーニングにより、重点的に確認すべき箇
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所を抽出する仕組みを検討している。具体的には、360 度カメ

ラで駅施設等を撮影し、AIで劣化や異常を検出したうえで、検

出結果を位置情報や施設管理システムと連携させる。最終判断

は人が行い、必要に応じて詳細検査や修繕計画に進むという流

れである。同氏は、この仕組みにより、検査の効率化、判断の

ばらつきの低減、人員を増やすことなく検査対象を拡大するこ

と等が可能となり、安全で持続可能な鉄道システムの構築につ

ながると述べた。 

Lakshminarayanan 氏は、契約書と過去の RFI（情報照会書）

を AI が検索できる形で索引化し、新たな RFI が提出された際

に、類似する過去案件の回答や工期・費用への影響を抽出する

事例を紹介した。大量の文書を手作業で検索する負担を減らし、

契約上の判断や対応を迅速化できると説明した。 

本パネルの全体を通して共通することは、データを収集する

だけでなく、異なるシステムのデータを統合・標準化し、分析

担当者と現場職員を結び付けることで、実際の運行・保守・工

事管理上の判断に反映している点であった。また、AIはいずれ

の事例でも専門職員の判断を置き換えるものではなく、限られ

た人員でより的確かつ迅速に判断するための支援手段として

位置付けられていた。 

 

セッションの様子（筆者撮影） 

 

6．おわりに 

今回のカンファレンスを通じ、米国の公共交通・旅客鉄道分

野では、安全性を最優先としながら、老朽インフラの更新、サ

ービス品質の向上、事業実施の迅速化及びデータ・新技術の活

用を一体的に進めることが共通課題となっていることが確認

できた。連邦政府機関は、規制、補助制度、資産管理等の枠組

みを通じて公共交通事業者の取り組みを支援し、公共交通事業

者側でも、列車運行データを用いた遅延抑制、設備状態に基づ

く保全、AIによる検査支援など、データを具体的な現場判断へ

結び付ける取り組みが進められていた。 

また、アジアを含む海外事例を扱うセッションへの関心も高

く、高い公共交通サービス水準は、個別技術だけでなく、長期

的な政策・財源、統合的なガバナンス、人材育成、運行・保守

部門の連携及び継続的改善の仕組みによって支えられている

との認識が共有されていた。海外の取り組みをそのまま導入す

るのではなく、米国の制度、地域特性及び利用者ニーズに応じ

て導入可能な要素を選択し、現場に定着させることが重視され

ていた点も特徴的であった。 

FIFAワールドカップ 2026をはじめ、米国では大規模な国際

イベントが実施・予定されており、各都市では関係機関の連携

や追加投資が進められている。こうしたイベントは、一時的な

輸送需要への対応にとどまらず、公共交通の役割を可視化し、

設備更新や運営改善を前進させる契機となり得る。一方、次期

陸上交通再授権法をめぐっては、安定的かつ予見可能な長期財

源の確保が課題として残されている。今後は、同法の制度設計

や投資水準が、米国の鉄道・公共交通投資に与える影響を注視

していきたい。 
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